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西日本電信電話株式会社大阪支店

（大阪市中央区博労町二丁目５番15号）

 西日本電信電話株式会社大阪東支店

（大阪市天王寺区清水谷町２番37号）

西日本電信電話株式会社大阪南支店

（大阪市西区阿波座二丁目１番11号）
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西日本電信電話株式会社兵庫支店

（神戸市中央区海岸通11番）

西日本電信電話株式会社名古屋支店

（名古屋市中区大須四丁目９番60号）

 西日本電信電話株式会社静岡支店

（静岡市葵区城東町５番１号）

西日本電信電話株式会社岐阜支店

（岐阜市梅ヶ枝町二丁目31番地）

西日本電信電話株式会社三重支店

（津市桜橋二丁目149番地）

西日本電信電話株式会社金沢支店

（金沢市出羽町４番１号）

西日本電信電話株式会社富山支店

（富山市東田地方町一丁目１番30号）

西日本電信電話株式会社福井支店

（福井市日之出二丁目12番５号）

西日本電信電話株式会社広島支店

（広島市中区基町６番77号）

 西日本電信電話株式会社島根支店

（松江市東朝日町102番地）

西日本電信電話株式会社岡山支店

（岡山市北区中山下二丁目１番90号）

西日本電信電話株式会社鳥取支店

（鳥取市湯所町二丁目258番地）

西日本電信電話株式会社山口支店

（山口市熊野町４番５号）
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 西日本電信電話株式会社愛媛支店

（松山市一番町四丁目３番地）

西日本電信電話株式会社香川支店

（高松市観光通一丁目８番地２）

西日本電信電話株式会社徳島支店

（徳島市西大工町二丁目５番地１）

西日本電信電話株式会社高知支店

（高知市帯屋町二丁目５番11号）

 西日本電信電話株式会社福岡支店

（福岡市博多区博多駅東三丁目２番28号）

西日本電信電話株式会社北九州支店

（北九州市小倉北区古船場町５番12号）

西日本電信電話株式会社佐賀支店

（佐賀市駅前中央一丁目８番32号）

西日本電信電話株式会社長崎支店

（長崎市出島町11番13号）

 西日本電信電話株式会社熊本支店

（熊本市桜町３番１号）

西日本電信電話株式会社大分支店

（大分市長浜町三丁目15番７号）

西日本電信電話株式会社鹿児島支店

（鹿児島市松原町４番26号）

西日本電信電話株式会社宮崎支店

（宮崎市広島一丁目５番３号）

 西日本電信電話株式会社沖縄支店

（浦添市城間四丁目35番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）

証券会員制法人札幌証券取引所

（札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１）

　（注）東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の支店は、金融商品取引法による備付場所ではありません

が、投資者の便宜のため備え付けました。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

米国会計基準

回次
第26期

前第３四半期
連結累計期間

第27期
当第３四半期
連結累計期間

第26期

会計期間

自平成22年
  ４月１日
至平成22年
  12月31日

自平成23年
  ４月１日
至平成23年
  12月31日

自平成22年
  ４月１日
至平成23年
  ３月31日

営業収益

（第３四半期連結会計期間）
百万円

7,542,693

(2,543,626)　

7,783,659

(2,629,079)　
10,305,003

税引前四半期（当期）純利益 百万円 1,031,521 1,010,895 1,175,797

当社に帰属する四半期（当期）純利益

（第３四半期連結会計期間）
百万円

458,334

(143,098)　

359,200

(62,763)　
509,629

当社に帰属する四半期（当期）

包括利益
百万円 425,408 304,205 395,527

株主資本 百万円 8,049,053 7,932,021 8,020,734

総資産額 百万円 19,378,70019,043,42319,665,596

１株当たり株主資本 円 6,083.26 6,267.45 6,061.92

基本的１株当たり当社に帰属する四半期

(当期)純利益

（第３四半期連結会計期間）

円
346.39

(108.15)　

279.29

(49.59)　
385.16

潜在株式調整後１株当たり

当社に帰属する四半期（当期）純利益
円 ― ― ―

株主資本比率 ％ 41.5 41.7 40.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 1,733,375 1,616,399 2,830,872

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △1,785,419△1,557,466△2,052,212

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △37,547 △699,743 △249,578

現預金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 818,194 789,490 1,435,158

　

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　ＮＴＴグループ（当社及び当社の関係会社）は、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及びデータ通

信事業を主な事業内容としております。

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 連結業績

①電気通信回線設備等

　ＮＴＴグループ（当社及び連結子会社）は、良質な電気通信サービスを提供するため、多種多様な電気通信回線設

備等を設備し、運用しておりますが、最近における主要サービス別の回線設備等の状況は次のとおりであります。

サービスの種類 平成23年３月31日現在平成23年12月31日現在

加入電話 （千加入） 30,271 28,215

　 ＮＴＴ東日本 （千加入） 14,929 13,909

 ＮＴＴ西日本 （千加入） 15,342 14,306

ＩＮＳネット （千回線） 4,613 4,262

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 2,390 2,200

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 2,222 2,061

加入電話＋ＩＮＳネット （千回線） 34,884 32,476

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 17,319 16,109

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 17,564 16,368

公衆電話 （個） 252,775 235,890

　 ＮＴＴ東日本 （個） 121,508 113,109

　 ＮＴＴ西日本 （個） 131,267 122,781

フレッツ・ＩＳＤＮ （千回線） 193 160

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 94 76

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 99 84

フレッツ・ＡＤＳＬ （千回線） 2,858 2,451

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 1,418 1,207

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 1,439 1,244

フレッツ光 （千回線） 15,059 16,310

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 8,511 9,224

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 6,547 7,086

　 （再）フレッツ 光ネクスト （千回線） 4,596 6,523

　 　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 2,963 3,981

　 　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 1,633 2,542

　 　 （再）フレッツ 光ライト （千回線） - 180

　 　 　 ＮＴＴ東日本 （千回線） - 180
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サービスの種類 平成23年３月31日現在平成23年12月31日現在

ひかり電話 （千チャネル） 12,113 13,470

　 ＮＴＴ東日本 （千チャネル） 6,446 7,181

　 ＮＴＴ西日本 （千チャネル） 5,667 6,289

一般専用サービス （千回線） 281 274

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 139 135

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 142 139

高速ディジタル伝送サービス （千回線） 171 162

　 ＮＴＴ東日本 （千回線） 91 86

　 ＮＴＴ西日本 （千回線） 80 76

グループ主要ＩＳＰ （千契約） 11,662 11,921

　 （再）ＯＣＮ （千契約） 8,234 8,481

　 （再）ぷらら （千契約） 3,101 3,116

映像系サービス － - -

　 ひかりＴＶ （千契約） 1,413 1,818

　 フレッツ・テレビ伝送サービス （千契約） 592 821

　 　 ＮＴＴ東日本 （千契約） 475 621

　 　 ＮＴＴ西日本 （千契約） 117 200

携帯電話 （千契約） 58,010 59,624

　 （再）ＦＯＭＡ （千契約） 56,746 57,962

　 （再）Ｘi （千契約） 26 1,139

ｉモード （千契約） 48,141 44,737

ｓｐモード （千契約） 2,095 6,971

　（注）１．「加入電話」は、一般加入電話とビル電話を合算しております。（加入電話・ライトプランを含む）。

２．「ＩＮＳネット」には、「ＩＮＳネット64」及び「ＩＮＳネット1500」が含まれております。「ＩＮＳネッ

ト1500」は、チャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについても「ＩＮＳネット64」の10倍程度

であることから、「ＩＮＳネット1500」の１契約を「ＩＮＳネット64」の10倍に換算しております（ＩＮＳ

ネット64・ライトを含む）。

３．「フレッツ光」は、ＮＴＴ東日本の「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ネクスト」及び「フレッツ 光ライト」、

ＮＴＴ西日本の「Ｂフレッツ」、「フレッツ・光プレミアム」、「フレッツ・光マイタウン」及び「フレッ

ツ 光ネクスト」を含めて記載しております。

４．「グループ主要ＩＳＰ」には、「ＯＣＮ」、「ぷらら」の他、「ＷＡＫＷＡＫ」、「ＩｎｆｏＳｐｈｅｒｅ」

が含まれております。

５．通信モジュールサービス契約数は、携帯電話契約数に含めて記載しております。

６．平成20年３月３日より、「２in１」を利用する際にはその前提として原則「ＦＯＭＡ」契約を締結すること

が条件となっており、携帯電話（（再）「ＦＯＭＡ」を含む）契約数にはその場合の当該「ＦＯＭＡ」契約

も含まれております。
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②営業収支等の状況

（単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 75,427 77,837 2,410 3.2％

営業費用 64,774 67,742 2,969 4.6％

営業利益 10,653 10,094 △559 △5.2％

税引前四半期純利益 10,315 10,109 △206 △2.0％

当社に帰属する
四半期純利益

4,583 3,592 △991 △21.6％

　

　当第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日～平成23年12月31日）において、ＮＴＴグループは平成20年５月

に策定した中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」に基づき、ブロードバンド・ユビキタスサービスの

拡大に取り組みました。

　

《ブロードバンドサービス》

固定通信分野においては、「フレッツ光」の利用拡大に向け、サービスの拡充に取り組みました。増加するＷｉ-

Ｆｉ利用
（*1）

ニーズに対して、これまで提供してきたモバイルＷｉ－Ｆｉルータ「光ポータブル」のオプションと

して、クレードルに無線ＬＡＮルーター機能を備えた「Ｗｉ－Ｆｉクレードル」の提供を東日本エリアにて開始す

るとともに、店舗や商業施設との業務提携などを通じてＷｉ－Ｆｉ環境を拡大させるなど、Ｗｉ－Ｆｉを通じた

「フレッツ光」の利便性向上に努めました。また、インターネット未利用または利用機会の少ないお客様向けに低

廉な料金から利用できる２段階定額サービス「フレッツ光ライト」を西日本エリアにおいても提供することを発

表しました。

移動通信分野においては、新たなスマートフォンシリーズを中心に49機種を発売するなど、端末やサービスの充

実に努めました。「Ｘｉ」サービスについては、エリア拡大に取り組むとともに、ＮＴＴドコモ利用者への国内通話

を24時間いつでも定額で利用できる「Ｘｉトーク24」の提供を開始しました。また、スマートフォン向けに多様な

コンテンツやサービスを利用できるポータルサイト「ｄメニュー」やＮＴＴドコモ直営のコンテンツマーケット

「ｄマーケット」の提供を開始しました。

　

《上位レイヤサービス・ソリューションビジネス》

上位レイヤサービスに関しては、映像サービスやｅラーニングサービスにおけるコンテンツの拡充や、お客様の

利用端末の多様化に対応したサービスの充実に努めました。「ひかりＴＶ」に関しては、新たにスマートフォンや

タブレット端末でビデオ作品を視聴できるモバイル専用サービス「ひかりＴＶもばいる」の提供を開始しました。

ソリューションビジネスに関しては、お客様システムの構築・提供に加え、クラウドサービスのラインナップの

充実に努めました。とりわけ教育分野においては、教育委員会および小中学校の教職員を対象に提供するクラウド

型校務支援サービスの提供を開始し、横浜市教育委員会が市立小学校344校を対象に構築する、日本最大規模の校務

支援システム基盤を受注しました。
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《グローバル事業》

　サービスラインナップの拡充や専門性を有する人材・事業ノウハウの獲得などを目的として海外企業の買収を実

施するとともに、海外に進出する日系企業や現地企業に対するサービス提供力の強化を図るため、海外子会社・支

店を設立しました。また、新たな海外データセンタの建設に加え、クラウド対応ＶＰＮサービス「Ａｒｃｓｔａｒ　

Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｏｎｅ」の世界159ヶ国への展開や、日米間のＩＰバックボーンにおいて世界最大級である

600Ｇｂｐsへの増強など、サービス基盤の充実にも努めました。

　

　

以上の結果、当第３四半期連結累計期間のＮＴＴグループの営業収益は７兆7,837億円（前年同期比3.2％増）、

営業費用は６兆7,742億円（前年同期比4.6％増）となりました。営業利益は１兆94億円（前年同期比5.2％減）、税

引前四半期純利益は１兆109億円（前年同期比2.0％減）、当社に帰属する四半期純利益は3,592億円（前年同期比

21.6％減）となりました。　

　

（注）当社の連結決算は米国会計基準に準拠して作成しております。

　

（*1）スマートフォン、タブレット端末など、Ｗｉ－Ｆｉ（Wi-Fi Allianceによって無線ＬＡＮ機器間の相互接続

性を認証されたことを示すブランド名）に対応した機器をご家庭の「フレッツ光」に無線接続、または「フ

レッツスポット」などの公衆無線ＬＡＮスポットと接続することで、これらの機器を持ち運びながら高速通

信が利用可能　
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(2) セグメント業績

　

ＮＴＴグループの事業は５つのオペレーティング・セグメント、すなわち、地域通信事業セグメント、長距離・国

際通信事業セグメント、移動通信事業セグメント、データ通信事業セグメント及びその他の事業セグメントに区分

しております。

地域通信事業セグメントには、固定音声関連サービス、ＩＰ系・パケット通信サービス、システムインテグレー

ション等が含まれております。

長距離・国際通信事業セグメントには、固定音声関連サービス、ＩＰ系・パケット通信サービス、システムインテ

グレーション等が含まれております。

移動通信事業セグメントには、移動音声関連サービス、ＩＰ系・パケット通信サービス等が含まれております。

データ通信事業セグメントには、システムインテグレーションが含まれております。

また、その他の事業セグメントには、主に不動産事業、金融事業、建築・電力事業、システム開発事業、先端技術開

発事業等に係るその他のサービスが含まれております。

　

各セグメントの業績については、次のとおりであります。　

サービス種別

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

　
固定音声関連サービス 1,395,175　 △10.0　

ＩＰ系・パケット通信サービス 1,037,569　 8.1　

地域通信

事業

システムインテグレーションサービス 85,303　 △21.8　

その他 276,709　 △10.8　

小計 2,794,756 △4.6　

　
内部売上高 338,366　 △7.5　

地域通信事業計 2,456,390 △4.2　

　
固定音声関連サービス 341,184　 △11.2　

ＩＰ系・パケット通信サービス 289,109　 2.4　

長距離・

国際通信

事業

システムインテグレーションサービス 428,601　 465.6　

その他 189,026　 3.8　

小計 1,247,920 35.0　

　
内部売上高 74,939　 △4.7　

長距離・国際通信事業計 1,172,981 38.7　

　
移動音声関連サービス 1,446,981 △8.9　

ＩＰ系・パケット通信サービス 1,372,241　 8.7　

移動通信

事業

その他 354,932　 △1.1　

小計 3,174,154 △1.1　

　
内部売上高 24,194　 △25.0　

移動通信事業計 3,149,960 △0.8　

データ

通信事業

システムインテグレーションサービス 887,884　 8.7　

内部売上高 98,108　 4.6　

データ通信事業計 789,776 9.3　

その他の

事業

その他 762,437　 △2.5　

内部売上高 547,885　 △0.2　

その他事業計 214,552 △8.0　

合計 7,783,659 3.2　

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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　①地域通信事業セグメント

　  （単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 29,299 27,948 △1,352 △4.6％

営業費用 27,983 27,202 △781 △2.8％

営業利益 1,316 746 △570 △43.3％

  当第３四半期連結累計期間の営業収益は、「フレッツ光」契約数の拡大によるＩＰ系収入の伸びが鈍化し、固定

音声関連収入の減少をカバーできなかったことなどにより、２兆7,948億円（前年同期比4.6％減）となりました。

一方、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、人員減に伴う人件費の減少や減価償却費の減少などにより２兆

7,202億円（前年同期比2.8％減）となりました。以上の結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、746億円

（前年同期比43.3％減）となりました。

　

②長距離・国際通信事業セグメント

　  （単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 9,245 12,479 3,234 35.0％

営業費用 8,584 11,581 2,997 34.9％

営業利益 661 899 237 35.9％

当第３四半期連結累計期間の営業収益は、固定音声関連収入が減少したものの、ＩＰ系収入の増加やDimension

Data Holdings plcをはじめとした連結子会社の拡大などによる収入の増加により、１兆2,479億円（前年同期比

35.0％増）となりました。一方、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、連結子会社の拡大による費用の増加など

により、１兆1,581億円（前年同期比34.9％増）となりました。以上の結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益

は、899億円（前年同期比35.9％増）となりました。

　

③移動通信事業セグメント

　  （単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 32,091 31,742 △350 △1.1％

営業費用 24,550 24,337 △213 △0.9％

営業利益 7,542 7,405 △137 △1.8％

  当第３四半期連結累計期間の営業収益は、スマートフォンなどの利用者拡大によりパケット収入が増加したもの

の、移動音声関連収入の減少や端末販売単価の減による端末機器販売収入の減少などにより３兆1,742億円（前年

同期比1.1％減）となりました。一方、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、スマートフォン販売強化による代

理店手数料の増はあるものの、ネットワーク費用の低減や端末減価の低減、故障修理費用の減などにより２兆4,337

億円（前年同期比0.9％減）となりました。以上の結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、7,405億円（前年

同期比1.8％減）となりました。
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④データ通信事業セグメント

　  （単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 8,166 8,879 713 8.7％

営業費用 7,684 8,342 657 8.6％

営業利益 482 537 56 11.6％

当第３四半期連結累計期間の営業収益は、連結子会社の拡大による収益の増加などにより8,879億円（前年同期

比8.7％増）となりました。一方、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、連結子会社の拡大による費用の増加な

どにより、8,342億円（前年同期比8.6％増）となりました。以上の結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、

537億円（前年同期比11.6％増）となりました。

　

⑤その他の事業セグメント

　  （単位：億円）

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業収益 7,822 7,624 △197 △2.5％

営業費用 7,411 7,229 △182 △2.5％

営業利益 411 395 △16 △3.8％

建築・電力事業をはじめとする各分野における減収により、当第３四半期連結累計期間の営業収益は7,624億円

（前年同期比2.5％減）、営業費用については収益連動経費の減少などにより7,229億円（前年同期比2.5％減）と

なりました。以上の結果、営業利益は395億円（前年同期比3.8％減）となりました。
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(3) キャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、1兆6,164億円の収入となりまし

た。前年同期比では、1,170億円（6.7％）減少しておりますが、これは、四半期純利益が減少したこと、及び買掛金等

の支払が増加したことなどによるものです。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」については、1兆5,575億円の支出となりました。前年同期比では、2,280

億円（12.8％）支出が減少しておりますが、これは、出資等の長期投資による支出が減少したことなどによるもの

です。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」については、6,997億円の支出となりました。前年同期比では、6,622億円

（1,763.6％）支出が増加しておりますが、これは、自己株式の取得を実施したこと、及び長期借入債務、短期借入債

務が減少したことなどによるものです。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間末におけるＮＴＴグループの現預金及び現金同等物の残高は、前連結会

計年度末と比較して6,457億円（45.0％）減少し、7,895億円となりました。

　　

　 （単位：億円）　

　

平成23年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）

平成24年３月期
第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から

平成23年12月31日まで）

増　減 増減率

営業活動による
キャッシュ・フロー　

17,334 16,164 △1,170 △6.7％

投資活動による
キャッシュ・フロー

△17,854 △15,575 2,280 12.8％

財務活動による
キャッシュ・フロー 

△375 △6,997 △6,622 -　

 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　平成23年12月、ＮＴＴドコモが提供する「ｓｐモード」サービスをご利用のお客様におきまして、一部のお客様の

メールアドレスが、別のメールアドレスに誤って設定される事象等が発生いたしました。

　当社およびＮＴＴドコモは本事象の発生を真摯に受け止め、スマートフォンの利用者急増に対応したネットワー

クの高度化が喫緊の課題であると認識し、ＮＴＴドコモにおいてネットワーク基盤高度化対策本部を設置いたしま

した。ＮＴＴドコモは、一連の障害等に対し、本対策本部による意思決定のもと、発生原因への迅速な対処を行うと

ともに、信頼性の向上に向けた抜本的な対策を実施いたします。　

 

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は1,846億円であり、研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,192,920,900

計 6,192,920,900

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年２月７日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,323,197,2351,323,197,235

㈱東京証券取引所

（市場第一部）

㈱大阪証券取引所

（市場第一部）

㈱名古屋証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

札幌証券取引所

ニューヨーク証券取引所

ロンドン証券取引所

単元株式数

100株

計 1,323,197,2351,323,197,235 － －

（注）平成23年11月９日開催の取締役会において、平成23年11月15日に自己株式125,461,832株を消却すること、及び

　　　平成23年11月16日から平成24年３月30日にかけて、発行済普通株式総数4,400万株、取得総額2,200億円を上限に

　　　自己株式を取得することを決議いたしました。

（注）平成23年11月15日をもって自己株式125,461,832株を消却いたしました。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
△125,461,8321,323,197,235－ 937,950 － 2,672,826

（注）平成23年11月15日をもって自己株式125,461,832株を消却いたしました。
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　

　

　

　

　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    57,606,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,263,848,800 12,638,485 －

単元未満株 普通株式     1,741,935 － －

発行済株式総数 普通株式 1,323,197,235－ －

総株主の議決権 － 12,638,485 －

（注）上記「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

16,300株、72株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

163個が含まれており、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない完全議決権株式に係る議

決権の数３個が含まれておりません。

　

②【自己株式等】

　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本電信電話㈱
東京都千代田区大手町二丁

目３番１号
57,606,500－ 57,606,500 4.4

計 － 57,606,500－ 57,606,500 4.4

（注1）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない株式が300株あります。

 なお、当該株式数は上記（発行済株式）の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）第95条の規定により、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法、即ち、米国

において一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき作成しております。

　また、四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

　  (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

資産の部 　 　

流動資産 　 　

現預金及び現金同等物 1,435,158 789,490

短期投資 167,175 357,723

受取手形及び売掛金 2,072,011 2,123,133

貸倒引当金 △45,907 △46,706

未収入金 265,668 265,235

棚卸資産 314,983 399,384

前払費用及びその他の流動資産 316,328 383,375

繰延税金資産 244,881 220,728

流動資産合計 4,770,297 4,492,362

有形固定資産 　 　

電気通信機械設備 14,606,718 14,549,379

電気通信線路設備 14,527,349 14,736,978

建物及び構築物 5,855,282 5,883,035

機械、工具及び備品 1,806,355 1,787,125

土地 1,133,675 1,135,985

建設仮勘定 312,480 336,434

小計 38,241,859 38,428,936

減価償却累計額 △28,341,219 △28,716,938

有形固定資産合計 9,900,640 9,711,998

投資及びその他の資産 　 　

関連会社投資 581,073 558,651

市場性のある有価証券及びその他の投資 276,178 277,980

営業権 747,526 752,541

ソフトウェア 1,330,085 1,326,136

その他の無形資産 287,400 264,921

その他の資産 885,444 859,971

繰延税金資産 886,953 798,863

投資及びその他の資産合計 4,994,659 4,839,063

資産合計 19,665,596 19,043,423
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　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

負債及び資本の部 　 　

流動負債 　 　

短期借入金 341,567 141,792

１年以内の返済予定長期借入債務 698,476 411,800

買掛金 1,379,279 1,150,556

未払人件費 475,226 370,114

未払利息 12,189 9,557

未払法人税等 208,363 137,466

未払消費税等 37,835 52,190

前受金 206,572 194,288

預り金 81,997 121,376

その他の流動負債 247,568 252,414

流動負債合計 3,689,072 2,841,553

固定負債 　 　

長期借入債務 3,494,198 3,754,016

リース債務 34,818 32,557

未払退職年金費用 1,535,964 1,568,277

その他の固定負債 830,612 786,969

固定負債合計 5,895,592 6,141,819

資本 　 　

株主資本 　 　

資本金 937,950 937,950

資本剰余金 2,834,029 2,833,938

利益剰余金 5,155,596 4,778,963

その他の包括利益（△損失）累積額 △303,708 △358,703

自己株式 △603,133 △260,127

株主資本合計 8,020,734 7,932,021

非支配持分 2,060,198 2,128,030

資本合計 10,080,932 10,060,051

負債及び資本合計 19,665,596 19,043,423

　

　 　 (単位：円)

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

１株当たり情報： 　 　

株主資本 6,061.92 6,267.45
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

営業収益 　 　
固定音声関連収入 1,646,527 1,469,966
移動音声関連収入 1,557,603 1,424,587
IP系・パケット通信収入 2,487,683 2,682,218
通信端末機器販売収入 424,198 412,673
システムインテグレーション収入 882,721 1,277,758
その他の営業収入 543,961 516,457
営業収益合計 7,542,693 7,783,659
営業費用 　 　
サービス原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

1,788,769 1,772,039

通信端末機器原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

553,173 542,517

システムインテグレーション原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

567,032 867,544

減価償却費 1,457,744 1,412,522
減損損失 698 130
販売費及び一般管理費 2,109,960 2,179,484
営業費用合計 6,477,376 6,774,236
営業利益（△損失） 1,065,317 1,009,423
営業外損益 　 　
支払利息、社債発行差金償却及び社債発行費 △40,380 △43,111
受取利息 16,109 14,751
その他、純額 △9,525 29,832
営業外損益合計 △33,796 1,472
税引前四半期純利益（△損失） 1,031,521 1,010,895
法人税等 411,242 501,295
当年度分 397,712 379,131
繰延税額 13,530 122,164

持分法による投資利益（△損失）調整前利益（△損失） 620,279 509,600
持分法による投資利益（△損失） 5,430 △2,127
四半期純利益（△損失） 625,709 507,473
控除：非支配持分に帰属する四半期純利益 △167,375 △148,273
当社に帰属する四半期純利益（△損失） 458,334 359,200
　 　 　
包括利益(△損失) 　 　
四半期純利益（△損失） 625,709 507,473
その他の包括利益(△損失) △43,906 △72,909
包括利益(△損失)合計 581,803 434,564
控除：非支配持分に帰属する包括利益 △156,395 △130,359
当社に帰属する包括利益(△損失)合計 425,408 304,205

　　

　 　 (単位：円)

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

１株当たり情報： 　 　
期中平均発行済株式数（自己株式を除く）（株） 1,323,184,430 1,286,105,587
当社に帰属する四半期純利益（△損失） 346.39 279.29
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【第３四半期連結会計期間】

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）

営業収益 　 　
固定音声関連収入 544,840 481,018
移動音声関連収入 515,983 468,564
IP系・パケット通信収入 840,163 909,490
通信端末機器販売収入 142,229 141,958
システムインテグレーション収入 310,217 452,954
その他の営業収入 190,194 175,095
営業収益合計 2,543,626 2,629,079
営業費用 　 　
サービス原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

608,790 617,020

通信端末機器原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

186,242　 183,317　

システムインテグレーション原価
（以下に個別掲記する科目を除く）

200,287　 310,902　

減価償却費 493,368　 480,423　
減損損失 354　 32　
販売費及び一般管理費 716,226　 713,434　
営業費用合計 2,205,267 2,305,128
営業利益（△損失） 338,359 323,951
営業外損益 　 　
支払利息、社債発行差金償却及び社債発行費 △13,424 △14,436
受取利息 5,230 4,563
その他、純額 △8,939 15,102
営業外損益合計 △17,133 5,229
税引前四半期純利益（△損失） 321,226 329,180
法人税等 130,501 228,295
当年度分 123,497 116,267
繰延税額 7,004 112,028

持分法による投資利益（△損失）調整前利益（△損失） 190,725 100,885
持分法による投資利益（△損失） 4,577 △501
四半期純利益（△損失） 195,302 100,384
控除：非支配持分に帰属する四半期純利益 △52,204 △37,621
当社に帰属する四半期純利益（△損失） 143,098 62,763
　 　 　
包括利益(△損失) 　 　
四半期純利益（△損失） 195,302 100,384
その他の包括利益(△損失) △3,010　 △54,520　
包括利益(△損失)合計 192,292　 45,864　
控除：非支配持分に帰属する包括利益 △52,286　 △28,973　
当社に帰属する包括利益(△損失)合計 140,006　 16,891　

　

　 　 (単位：円)

　
前第３四半期連結会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）

１株当たり情報： 　 　
期中平均発行済株式数（自己株式を除く）（株） 1,323,176,101 1,265,602,672
当社に帰属する四半期純利益（△損失） 108.15 49.59
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
四半期純利益（△損失） 625,709 507,473
四半期純利益（△損失）から営業活動による
キャッシュ・フローへの調整：

　 　

減価償却費 1,457,744 1,412,522
減損損失 698 130
繰延税額 13,530 122,164
固定資産除却損 56,157 51,008
持分法による投資（△利益）損失 △5,430 2,127
受取手形及び売掛金の（△増加）減少額 △83,079 △50,173
棚卸資産の（△増加）減少額 △83,094 △84,852
その他の流動資産の（△増加）減少額 △96,796 △63,616
買掛金及び未払人件費の増加（△減少）額 △197,255 △260,162
未払消費税等の増加（△減少）額 17,781 14,277
未払利息の増加（△減少）額 670 △1,345
前受金の増加（△減少）額 9,505 △11,288
未払法人税等の増加（△減少）額 △116,232 △71,231
その他の流動負債の増加（△減少）額 18,869 52,000
未払退職年金費用の増加（△減少）額 26,058 40,048
その他の固定負債の増加（△減少）額 54,905 △34,761
その他 33,635 △7,922
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,733,375 1,616,399
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　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
有形固定資産の取得による支出 △1,060,902 △1,033,892
無形固定資産の取得による支出　 △349,292 △332,851
有形固定資産の売却による収入 10,602 36,102
長期投資による支出 △30,954 △55,250
長期投資の売却及び償還による収入 20,077 6,617
新規連結子会社の取得による支出（取得現金控
除後）　

△377,142 △40,134

短期投資による支出 △761,140 △894,687
短期投資の償還による収入 749,011 705,799
その他 14,321 50,830
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,785,419 △1,557,466
財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
長期借入債務の増加による収入 549,503 638,658
長期借入債務の返済による支出 △322,176 △664,785
短期借入債務の増加による収入 2,073,959 1,003,755
短期借入債務の返済による支出 △2,056,219 △1,204,044
配当金の支払額 △158,783 △167,980
自己株式の売却及び取得（純額） △185 △223,560
非支配持分からの子会社株式取得による支出 △9,550 △2,208
その他 △114,096 △79,579
財務活動によるキャッシュ・フロー △37,547 △699,743
現預金及び現金同等物に係る換算差額 △3,277 △4,858
現預金及び現金同等物の増加（△減少）額 △92,868 △645,668
現預金及び現金同等物の期首残高 911,062 1,435,158
現預金及び現金同等物の四半期末残高 818,194 789,490

　

補足情報 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

現預金支払額： 　 　
支払利息 39,764 45,743
法人税等（純額） 516,917 441,285
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注記事項

注１．会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財務諸表の表示方法

　当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則（米国財務会計基準審議会

（Financial Accounting Standards Board、以下「FASB」）の会計基準編纂書（FASB Accounting Standards

Codification）等、以下総称して「米国会計基準」）に基づいて作成しております。なお、米国会計基準により要

請される記載及び注記の一部を省略しております。

　当社は、昭和36年６月に米国証券取引委員会に米国預託証券の発行登録を行い、平成６年９月にニューヨーク証

券取引所に上場しております。よって当社は、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成

方法により連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。

　当社及び当社の子会社（以下「NTTグループ」）が採用している会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財

務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続ならびに表示方法と異なるもので重要性のあ

るものは以下のとおりであります。

　

（1）持分法による投資利益（△損失）の表示区分

　持分法による投資利益（△損失）については、「法人税等」の後に区分して表示しております。

　

（2）代理店へ支払う一定の手数料

　再販目的でNTTグループから端末機器を購入する代理店への一定の手数料支払を、これらの代理店への端末機器

販売に係る収益の減額として組替えております。また、当該収益の減額を、手数料の支払時ではなく、端末機器を代

理店へ販売した時点で認識しております。

　

（3）減価償却

　当社の国内連結子会社においては、平成14年度から土木設備に係る償却方法を変更（定率法から定額法）してお

りますが、米国会計基準においては従前の償却方法（定率法）を継続しております。

　また、平成19年度に、当社の国内連結子会社においてはディジタル交換設備等の一部について臨時償却を実施し

ておりますが、米国会計基準においては臨時償却を実施せず、見積耐用年数を基礎とした償却を行っております。

　これらは、有形固定資産の減価償却に係る日本と米国の会計処理上の差異に起因するものであります。

　

（4）未払退職年金費用

　確定給付年金制度の積立状況（退職給付債務と年金資産の公正価値の差額）については連結貸借対照表で全額

認識しております。積立状況の変動は、その変動が発生した連結会計年度に包括利益（損益）を通じて認識してお

ります。また、「その他の包括利益（△損失）累積額」に計上されている、数理計算上の差異のうち予測給付債務

もしくは年金資産の公正価値のいずれか大きい方の10％を超える額、及び給付制度の変更による過去勤務債務に

ついては、従業員の予測平均残存勤務期間にわたり定額法により償却しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間における退職給付費用算定上の基礎率である割引率について、当社及び当社の

国内連結子会社は2.5％を採用しておりますが、米国会計基準においては2.0％を採用しております。当該差異は、

割引率の設定方法が日本と米国では異なることに起因するものであります。

　

（5）有給休暇

　従業員の有給休暇の未消化残高を発生主義で負債認識しております。

　

注２．重要な会計方針の要約

（1）新会計基準の適用

　

複数の製品・サービスが提供される取引の収益の配分

　平成23年４月１日より、会計基準アップデート（Accounting Standards Update、以下「ASU」）ASU2009-13

「複数の製品・サービスが提供される取引の収益の配分」を適用しております。当該基準は、複数の製品・サー

ビスが提供される取引の収益の配分について、売手が当該取引を結合された一つの単位としてではなく、それぞ

れを分離して会計処理することを目的としております。当該基準は、複数の構成要素からなる契約において契約

対価を各構成要素に配分する際に、販売価格に関する販売者固有の客観的証拠又は第三者証拠がいずれも存在

しない場合には見積販売価格を利用することを求め、残余法の適用を禁止しております。当該基準の適用による

経営成績及び財政状態への重要な影響はありません。　
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ソフトウェアの要素を含む特定の取引

平成23年４月１日より、ASU2009-14「ソフトウェアの要素を含む特定の取引」を適用しております。当該基準

は、特定の有形製品とソフトウェアの要素を含む収益認識に係る会計処理を改訂するものであります。また、当該

基準は、特定の有形製品とソフトウェアの要素を含む取引における対価の配分方法を規定するとともに、ソフト

ウェアとソフトウェア以外の双方の要素を含む取引における対価の配分方法を規定しております。当該基準の適

用による経営成績及び財政状態への重要な影響はありません。

　

（2）最近公表された会計基準

　

　平成23年５月、FASBはASU2011-04「公正価値の測定及び開示に関するU.S.GAAPとIFRSの共通化のための改訂」

を公表しました。当該基準は、公正価値の主要な市場の決定方法の明確化、市場リスクまたは取引相手の信用リ

スクを相殺しあう金融商品の公正価値測定の扱い、評価の前提及び最有効使用の概念の規定、公正価値ヒエラル

キーの３つのすべてのレベルに対する大量保有によるディスカウントの考慮の禁止、追加の開示を規定してお

ります。当該基準は平成23年12月16日以降開始する会計期間及び会計年度より適用となり、早期適用は禁止され

ております。当社は現在、当該基準の適用による影響を検討中であります。

　

　平成23年６月、FASBはASU2011-05「包括利益の表示」を公表しました。当該基準は包括利益を単一の計算書

（１計算書方式）または当期純利益とその他の包括利益を２つに分離するが連続する計算書（２計算書方式）

により報告することを規定しており、資本変動計算書にその他の包括利益とその構成要素を表示する選択肢を

削除しております。当該基準はその他の包括利益から当期純利益への再分類修正を引き続き財務諸表の本体に

表示することを規定しております。当該基準は平成23年12月16日以降に開始する会計年度及び会計年度に含ま

れる会計期間のその他の包括利益の表示に遡及的に適用となり、早期適用が認められております。当社は現在、

当該基準の適用による影響を検討中であります。

　なお、平成23年12月、ASU2011-12「ASU2011-05における、その他の包括利益累積額から振り替える項目の表示に

関する改定の適用日の延期」が公表され、その他の包括利益から当期純利益への再分類修正を財務諸表の本体

に表示する規定について、適用時期が延期されます。

　

　平成23年９月、FASBはASU2011-08「営業権の減損テスト」を公表しました。当該基準は、２ステップによる営業

権の減損テストの前に、定性的評価を実施することを認めております。当該基準は、営業権の減損テストを簡素

化することを目的としております。報告単位の公正価値が帳簿価額を下回る可能性が50％以下であると結論づ

ける場合、当該報告単位の２ステップによる減損テストは要求されません。当該基準は平成23年12月16日以降に

開始する会計年度に行われる年次及び期中の減損テストより適用となり、早期適用が認められております。当社

は現在、当該基準の適用による影響を検討中であります。

　

　平成23年９月、FASBはASU2011-09「複数事業主制度への参加に関する事業主の開示」を公表しました。当該基

準は、容易に入手可能な場合、制度の積立状況に関する情報を含めた複数事業主制度への参加に関する追加の開

示を規定しております。当該基準は平成23年12月16日以降に終了する会計年度から適用となり、早期適用が認め

られております。なお、当該基準はすべての表示期間に遡及的に適用することを要求しております。当社は現在、

当該基準の適用による追加の開示を検討しております。

　

（3）１株当たり当社に帰属する四半期純利益

　

　基本的１株当たり当社に帰属する四半期純利益（Earnings Per Share、以下「EPS」）は、期中平均発行済株式

数（自己株式を除く）に基づいて計算しており、無償新株式の発行を考慮して調整しております。希薄化後EPS

は、新株式発行をもたらす権利の行使や契約の履行、新株式への転換によって起こる希薄化の影響を考慮して計

算しております。当社は、前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において希薄効果のある有

価証券を発行していないため、基本的EPSと希薄化後EPSに差異はありません。

　

（4）勘定科目の組替え再表示

　

　当第３四半期連結累計期間の表示方法に合わせるため、過年度財務諸表の一部の金額について、組替え再表示

を行っております。
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注３．棚卸資産
　

　平成23年３月31日及び平成23年12月31日現在の棚卸資産の内訳は以下のとおりであります。

　
　 　 （百万円）

　 平成23年３月31日現在平成23年12月31日現在

通信端末機器及び材料品 157,318 196,203

仕掛品 94,334 139,751

貯蔵品 63,331 63,430

合　計 314,983 399,384

　

注４．法人税

　平成23年11月30日、「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法

律」及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」が成

立し、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、税

効果会計の計算に使用する法定実効税率が低下するため、改正前の税率に基づく法定実効税率によった場合と比

較して繰延税金資産（純額）が89,936百万円減少し、当社に帰属する四半期純利益（△損失）が80,232百万円減

少しております。

　

注５．資本

発行済株式及び自己株式に関する事項

前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間における発行済株式数及び自己株式数の推移は以下のとおりで

あります。

　 　 （株）
　 発行済株式 自己株式

平成22年３月31日 1,574,120,900250,923,665

単元未満株式買取請求による自己株式の取得 -　 111,369

単元未満株式買増請求による自己株式の処分 -　 △49,201

自己株式の消却 △125,461,833△125,461,833

平成23年３月31日 1,448,659,067125,524,000

取締役会決議に基づく自己株式の取得 - 57,513,600　

単元未満株式買取請求による自己株式の取得 - 49,819　

単元未満株式買増請求による自己株式の処分 - △19,076　

自己株式の消却 △125,461,832△125,461,832

平成23年12月31日 1,323,197,23557,606,511　

　平成22年５月14日、当社の取締役会は、保有する自己株式消却の基本方針について、平成22年３月末時点で保

有する自己株式（250,923,665株）の全数を２年度に分けて消却すること、及び平成22年中に消却予定自己株式の

半数を消却し、残りの自己株式を平成23年度に消却することを決議しました。

　平成22年11月９日、当社の取締役会は、自己株式125,461,833株を消却することを決議し、平成22年11月15日に消

却を実施しました。消却の結果、資本剰余金が916百万円、利益剰余金が601,976百万円減少しております。

平成23年５月13日、当社の取締役会は、平成23年５月16日から平成23年９月30日にかけて、発行済普通株式総数

6,000万株、取得総額2,800億円を上限に自己株式を取得することを決議し、平成23年７月５日に、普通株式

57,513,600株を東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により223,440百万円で取得しており

ます。

平成23年11月９日、当社の取締役会は、自己株式125,461,832株を平成23年11月15日に消却すること、及び平成

23年11月16日から平成24年３月30日にかけて、発行済普通株式総数4,400万株、取得総額2,200億円を上限に自己

株式を取得することを決議しました。平成23年11月15日に消却した結果、利益剰余金が566,551百万円減少してお

ります。
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配当に関する事項

　当第３四半期連結累計期間の配当金支払額は以下のとおりであります。

　

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年
６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 79,388 60

平成23年
３月31日

平成23年
６月24日

平成23年
11月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 88,592 70
平成23年
９月30日

平成23年
12月12日

　

資本の変動に関する事項

　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の変動は以下のと

おりであります。

　 　 　 （百万円）

 前第３四半期連結累計期間

　 株主資本 非支配持分 資本合計
平成22年３月31日残高 7,788,1531,982,7269,770,879
当社株主への配当 △158,783 - △158,783
非支配持分への配当 - △85,700 △85,700
自己株式の取得 △323 - △323
自己株式の処分 138 - 138
その他の資本取引等 △5,540 1,322 △4,218
四半期純利益（△損失） 458,334 167,375 625,709
その他の包括利益（△損失） △32,926 △10,980 △43,906
未実現有価証券評価損益 △3,435 △1,887 △5,322
未実現デリバティブ評価損益 △1,114 △9 △1,123
外貨換算調整額 △27,571 △9,015 △36,586
年金債務調整額 △806 △69 △875
平成22年12月31日残高 8,049,0532,054,74310,103,796

　
　 　 　 （百万円）

 当第３四半期連結累計期間

　 株主資本 非支配持分 資本合計
平成23年３月31日残高 8,020,7342,060,19810,080,932
当社株主への配当 △167,980 - △167,980
非支配持分への配当 - △87,151 △87,151
自己株式の取得 △223,632 - △223,632
自己株式の処分 72 - 72
その他の資本取引等 △1,378 24,624 23,246
四半期純利益（△損失） 359,200 148,273 507,473
その他の包括利益（△損失） △54,995 △17,914 △72,909
未実現有価証券評価損益 3,136 1,253 4,389
未実現デリバティブ評価損益 △3,764 △3,423 △7,187
外貨換算調整額 △61,338 △15,552 △76,890
年金債務調整額 6,971 △192 6,779
平成23年12月31日残高 7,932,0212,128,03010,060,051
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注６．公正価値の測定

資産及び負債の公正価値測定の評価技法において使用するインプットは公正価値の階層で区分することとされ

ております。公正価値の階層は活発な市場における同一の資産・負債の市場価格(非修正)を最高の優先度(レベル

１)、また観察不能なインプットを最低の優先度(レベル３)としております。公正価値の階層における３つのレベ

ルは以下のとおりであります。

　

レベル１：測定日現在において入手しうる活発な市場における同一資産・負債の市場価格(非修正)

レベル２：レベル１に含まれる同一資産・負債の市場価格を除く、直接または間接的に観察可能な資産・負債

の市場価格

レベル３：当該資産・負債に係る観察不能なインプット

　

平成23年３月31日及び平成23年12月31日現在、当社が経常的に公正価値を測定している資産及び負債は以下の

とおりであります。

　

　 　 　 　 　（百万円）

　 平成23年３月31日現在

　
合　計

公正価値の測定に用いたインプット

　 レベル１
*1

レベル２
*2

レベル３
*3

資　産 　 　 　 　

売却可能証券： 　 　 　 　

　持分証券（国内） 74,834 74,722 112 -

　持分証券（外国） 101,679 101,679 - -

　負債証券（国内） 23,570 5,190 14,077 4,303

　負債証券（外国） 8,046 33 8,013 -

デリバティブ： 　 　 　 　

　先物為替予約 832 - 832 -

　金利スワップ契約 1,281 - 1,281 -

　通貨スワップ契約 1,608 - 1,608 -

　通貨オプション契約 1 - 1 -

負　債 　 　 　 　

デリバティブ： 　 　 　 　

　先物為替予約 1,035 - 1,035 -

　金利スワップ契約 1,921 - 1,921 -

　通貨スワップ契約 9,529 - 9,529 -

　通貨オプション契約 1,860 - 1,860 -

　

　レベル１とレベル２の間における重要な移動はありません。

また、レベル３における金額については重要性がないため、レベル３の調整表は開示しておりません。
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　 　 　 　 　（百万円）

　 平成23年12月31日現在

　
合　計

公正価値の測定に用いたインプット

　 レベル１
*1

レベル２
*2

レベル３
*3

資　産 　 　 　 　

売却可能証券： 　 　 　 　

　持分証券（国内）          75,854          75,756 98 -

　持分証券（外国）          91,056          91,056 - -

　負債証券（国内）          32,550           6,286       23,560       2,704

　負債証券（外国）          10,952 82         10,870 -

デリバティブ： 　 　 　 　

　先物為替予約 1,350 -    1,350 -

　金利スワップ契約 6 - 6 -

　通貨スワップ契約 109 - 109 -

負　債 　 　 　 　

デリバティブ： 　 　 　 　

　先物為替予約 1,108 - 1,108 -

　金利スワップ契約 1,764 - 1,764 -

　通貨スワップ契約 6,881 - 6,881 -

　通貨オプション契約 1,972 - 1,972 -

　

*1 活発な市場における同一資産及び負債の市場価格

*2 活発な市場における類似資産及び負債の市場価格、活発でない市場における同一または類似の資産及び負債

の市場価格、主として市場で観察可能な指標により算出される評価額　

*3 観察不可能な指標により算出される評価額

　　　

レベル１とレベル２の間における重要な移動はありません。

また、レベル３における金額については重要性がないため、レベル３の調整表は開示しておりません。

　

売却可能証券

　売却可能証券には市場性のある持分証券及び負債証券ならびに売却可能証券に分類される金融商品が含まれて

おります。売却可能証券は、活発な市場における市場価格が入手できるものについては、活発な市場における同一

資産の市場価格を使用して公正価値を評価しており、レベル１に分類しております。また、活発な市場における市

場価格が入手できないものについては、金融機関から提供された観察可能な市場データを基本としたインプット

により公正価値を評価しており、レベル２に分類しております。観察不可能なデータを基本としたインプットによ

り公正価値を評価しているものについては、レベル３に分類しております。

　

デリバティブ

　デリバティブには先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプション契約が含まれており

ます。デリバティブは、金融機関から提供された観察可能な市場データを基本としたインプットにより公正価値を

評価しており、全てレベル２に分類しております。

　

前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において、当社が非経常的に公正価値を測定した資

産及び負債に重要性はありません。
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注７.セグメント情報

　以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントごとの財務情報が入手可能なもので、

その財務情報はNTTグループの経営陣によって、経営資源の配分の決定及び業績の評価に用いられております。ま

た、セグメント別損益の決定に用いられる会計方針は、米国会計基準に準拠した連結財務諸表作成に係る会計方針

と一致しております。

　「地域通信事業」セグメントは、主に固定音声関連収入、IP系・パケット通信収入、通信端末機器販売収入、その

他の営業収入からなっております。

　「長距離・国際通信事業」セグメントは、主に固定音声関連収入、IP系・パケット通信収入、システムインテグ

レーション収入、その他の営業収入からなっております。

　「移動通信事業」セグメントは、移動音声関連収入、IP系・パケット通信収入、通信端末機器販売収入からなって

おります。

　「データ通信事業」セグメントは、システムインテグレーション収入からなっております。

　また、「その他の事業」セグメントには、主に建築物の保守、不動産賃貸、システム開発、リース、研究開発等に係

るその他の営業収入が含まれております。　

　

ビジネスセグメント情報

営業収益：

　第３四半期連結累計期間　

　 　 　　 （百万円）

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

地域通信事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 2,564,030　 2,456,390

 セグメント間取引 　 365,887　 338,366

 小　計 　 2,929,917　 2,794,756

長距離・国際通信事業 　 　 　 　

 外部顧客に対するもの 　 845,834　 1,172,981

 セグメント間取引 　 78,649　 74,939

　 小　計 　 924,483　 1,247,920

移動通信事業 　 　 　 　

 外部顧客に対するもの 　 3,176,850　 3,149,960

 セグメント間取引 　 32,279　 24,194

 小　計 　 3,209,129　 3,174,154

データ通信事業 　 　 　 　

 外部顧客に対するもの 　 722,762　 789,776

 セグメント間取引 　 93,820　 98,108

 小　計 　 816,582　 887,884

その他の事業 　 　 　 　

 外部顧客に対するもの 　 233,217　 214,552

 セグメント間取引 　 548,949　 547,885

 小　計 　 782,166　 762,437

　セグメント間取引消去 　 △1,119,584　 △1,083,492

合　計 　 7,542,693　 7,783,659
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　第３四半期連結会計期間　

　 　 　　 （百万円）

　
前第３四半期連結会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）

地域通信事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 870,564　 820,032

　 セグメント間取引 　 123,119　 114,192

　 小　計 　 993,683　 934,224

長距離・国際通信事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 284,094　 400,713

　 セグメント間取引 　 27,810　 24,443

　 小　計 　 311,904　 425,156

移動通信事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 1,059,977　 1,053,185

　 セグメント間取引 　 11,000　 7,987

　 小　計 　 1,070,977　 1,061,172

データ通信事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 250,857　 282,632

　 セグメント間取引 　 29,923　 33,833

　 小　計 　 280,780　 316,465

その他の事業 　 　 　 　

　 外部顧客に対するもの 　 78,134　 72,517

　 セグメント間取引 　 190,743　 190,060

　 小　計 　 268,877　 262,577

　セグメント間取引消去 　 △382,595　 △370,515

合　計 　 2,543,626　 2,629,079
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セグメント別損益：

　第３四半期連結累計期間

　 　 （百万円）

　
前第３四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年12月31日まで）

セグメント利益 　 　
　地域通信事業 131,599 74,561
　長距離・国際通信事業 66,121 89,869
　移動通信事業 754,156 740,452
　データ通信事業 48,160 53,734
　その他の事業 41,051 39,501

合　計 1,041,087 998,117
　セグメント間取引消去 24,230 11,306
営業利益 1,065,317 1,009,423

　

　第３四半期連結会計期間

　 　 （百万円）

　
前第３四半期連結会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）

セグメント利益 　 　
　地域通信事業 45,810 21,404
　長距離・国際通信事業 24,136 29,596
　移動通信事業 225,584 234,174
　データ通信事業 21,592 18,857
　その他の事業 14,962 15,873

合　計 332,084 319,904
　セグメント間取引消去 6,275 4,047
営業利益 338,359 323,951

　

　セグメント間の取引は、独立企業間取引価格によっております。また、セグメント利益は、営業収益から営業費用

を差し引いた額であります。

　地域別情報については、海外における売上高に重要性がないため、開示しておりません。

　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において、総収益の10％以上の営業収益が、単一の外

部顧客との取引から計上されるものはありません。

　

注８.研究開発費

研究開発費は、発生時に費用計上しております。前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の研究

開発費は、それぞれ186,291百万円及び184,588百万円、前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間

の研究開発費は、それぞれ63,945百万円及び63,239百万円であります。
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注９.金融商品

当社は、前第３四半期連結累計期間において、海外出資に関する為替変動リスクをヘッジするため、先物為替

予約及びコール・オプション契約を締結しております。当該デリバティブは、企業結合に係る投資を対象として

いるため、ヘッジ会計が適用されておりません。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブについては、重要性がないため開示しておりません。

　

平成23年３月31日及び平成23年12月31日現在のヘッジ会計の適用されないデリバティブの想定元本は、以下の

とおりであります。

　　　　  （百万円）

 平成23年３月31日現在 平成23年12月31日現在

先物為替予約 36,761　 29,610

金利スワップ契約 89,332　 99,112

通貨オプション契約 12,760　 8,279

 

前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において、連結損益計算書に計上されたヘッジ会計

の適用されないデリバティブの公正価値の変動額は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （百万円）

 計上科目 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

先物為替予約 その他、純額 △4,259 1,249

金利スワップ契約 その他、純額 △32 △330

通貨スワップ契約 その他、純額 △14 -

通貨オプション契約 その他、純額 △3,868 △113

合　計  △8,173 806

 

前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間において、連結損益計算書に計上されたヘッジ会計

の適用されないデリバティブの公正価値の変動額は、以下のとおりであります。

（百万円）

 計上科目 前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

先物為替予約 その他、純額 2,854 1,231

金利スワップ契約 その他、純額 18 △73

通貨オプション契約 その他、純額 3,042 -

合　計  5,914 1,158

　

平成23年３月31日及び平成23年12月31日現在のヘッジ会計の適用されないデリバティブの公正価値と連結貸借対

照表への計上額は、以下のとおりであります。なお、デリバティブの公正価値については、金融機関から提供された観

察可能な市場データを基本とした時価により評価しております。

 

　デリバティブ資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（百万円）

 平成23年３月31日現在 平成23年12月31日現在

先物為替予約 　 　

　前払費用及びその他の流動資産　 347　 1,320

　その他の資産 - 18

通貨オプション契約   

前払費用及びその他の流動資産     1 -

合　計 348　 1,338
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　デリバティブ負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 （百万円）

 平成23年３月31日現在 平成23年12月31日現在

先物為替予約 　 　

　その他の流動負債 941　 241

　その他の固定負債 90　 95

金利スワップ契約   

その他の流動負債 109　 68

その他の固定負債 474　 845

通貨オプション契約   

その他の流動負債 1　 476

その他の固定負債 1,859　 1,496

合　計 3,474　 3,221

　

注10.金融債権

当社は、貸付金やリース債権などを含むいくつかの金融債権を保有しております。これらは主に金融子会社が保

有するものであります。当社はこれらの金融債権を割賦債権、リース債権、貸付金、クレジット債権、その他に区分し

て管理しております。当社は金融債権の貸倒による損失に備えるため、集合的に評価される金融債権については主

に金融債権の区分ごとの貸倒実績率に基づき、個別に評価される金融債権については個々の債権の回収可能性に基

づき算定した貸倒引当金を計上しております。なお、債務者の状況等から回収不能と判断した金融債権は、その時点

で償却を行っております。

　

平成23年12月31日現在の貸倒引当金及びそれに関連する金融債権の内訳、ならびに当第３四半期連結累計期間

における貸倒引当金の推移は以下のとおりであります。

（百万円）

　 割賦

債権

リース

債権
貸付金

クレジット

債権
その他 合　計

貸倒引当金 　 　 　 　 　 　

平成23年３月31日 7,59326,39112,0914,877 73 51,025

貸倒引当金繰入額 2,492 - - 2,891 51 5,434

取崩額 △2,731△2,718△2,148△2,617 - △10,214

戻入額及びその他 △574 △1,699 △48 - △7 △2,328

平成23年12月31日 6,78021,9749,895 5,151 117 43,917

集合的に評価される金融債権へ

の引当金
5,17612,3855,591 5,151 2 28,305

個別に評価される金融債権への

引当金
1,604 9,589 4,304 - 115 15,612

金融債権 　 　 　 　 　 　

平成23年12月31日 316,521382,53263,517229,318 601 992,489

集合的に評価される金融債権 314,588370,10555,321229,318 430 969,762

個別に評価される金融債権 1,93312,4278,196 - 171 22,727

　　　

注11．偶発債務

　平成23年12月31日現在、保証債務に関する偶発債務は30,581百万円であります。

　平成23年12月31日現在、NTTグループにおいては、財政状態や経営成績に重要な影響をもたらすような未解決の訴

訟、係争及び損害賠償は存在しておりません。

　

注12．後発事象

　重要な後発事象はありません。
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２【その他】

　平成23年11月９日開催の取締役会において、平成23年９月30日において株主名簿に記載または記録された株主等に

対し、第27期の中間配当を次のとおり行うことを決議しております。 

（１）中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　88,592百万円 

（２）１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　70円 

（３）支払請求権の効力発生日並びに支払開始日　　平成23年12月12日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成24年２月７日

日本電信電話株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河合　利治

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金子　寛人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 前野　充次

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電信電話株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記事項に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

経営者の責任は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項１参照）に

準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項１参照）に準拠して、日本電信電話株式会社及び連結子会社の平成23

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並び

に第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。
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